
様式第１０　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
承認経営革新計画の変更に係る承認申請書

年　月　日

新潟県知事　様　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名       称：

代表者の氏名：　　　　　　　　　　　印

　平成　年　月　日付けで承認を受けた経営革新計画について下記のとおり変更したいので、中小企業等経営強化法第９条第１項の規定に基づき承認を申請します。

記

１　変更事項

（１）対象計画

計画のテーマ：
・
・

（２）該当項目（記入欄に該当項目に○を記入）

	項　　目
	記入欄

	当初計画予定年度から１年を超えた設備投資または借入
	

	当初計画で予定されていた設備投資金額の２割以上の増減
	

	当初計画で予定されていた運転資金金額の２割以上の増減
	


２　変更事項の内容　
（１）変更内容及び理由
（２）変更後の計画

＊変更箇所が確認できるよう変更前の表記を括弧書きで記入したものを提出
様式第１０　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（記載例）
承認経営革新計画の変更に係る承認申請書

平成○年○月○日

新潟県知事　様　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所：新潟県●●市△△1－5
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名       称：○○株式会社
代表者の氏名：代表取締役　新潟　太郎　印

　平成○○年○月○日付けで承認を受けた経営革新計画について下記のとおり変更したいので、中小企業等経営強化法第９条第１項の規定に基づき承認を申請します。

記

１　変更事項

（１）対象計画
計画のテーマ：●●分野への新事業展開
・新分野のニーズに応えた自社の特性を生かした試作品開発

・試作品の商品化

・新商品の販売促進（売上げ目標1000万）

（２）該当項目（記入欄に該当項目に○を記入）
	項　　目
	記入欄

	当初計画予定年度から１年を超えた設備投資または借入
	

	当初計画で予定されていた設備投資金額の２割以上の増減
	

	当初計画で予定されていた運転資金金額の２割以上の増減
	


２　変更事項の内容　
（１）変更内容及び理由
	①平成28年度に投資を予定している●●マシンの見積り価格が当初予定した金額より高騰したため、日本政策金融公庫からの融資額を●●●千円増額する。（日本政策金融公庫から承諾済み）

	②昨年の業績不振により経営が悪化したため、平成29年度に投資を予定していた××製造工場の建設を平成30年度に遅らせることとする。

	③



（２）変更後の計画

＊変更箇所が確認できるよう変更前の表記を括弧書きで記入したものを提出
提出資料
・別表２：実施計画の変更
・別表３：経営計画及び資金計画の変更

・別表４：経営計画及び資金計画の変更
別表２:実施計画（終了年度のみ備考欄に「実施済」と記入）

	番号
	計　　　　画
	備　　考

	
	実　施　項　目
	評価基準
	評価

頻度
	実施

時期
	

	１
	試作品開発
	
	
	１-１～１-２
	実施済

	１－２
	試作品テスト・改良
	検証データ
	
	１-３～１-４
	実施済

	２
	製造工場開設
	
	
	３-１
（２-１）
	

	２－２
	製造
	正規品の個数
	毎月
	３-２～５-４

（２-１～５-４）
	

	３
	商品販売（受注先確保）
	
	毎月
	３-３～５-４
（２-３～５-４）
	


別表3:経営計画及び資金計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　               （単位　千円）

	
	１年目（実績）
(27年9月期)
	２年目
(28年9月期)
	３年目
(29年9月期)
	4年目
(30年9月期)
	５年目
(31年9月期)

	①売上高
	321,679

（330,000）
	400,000
	500,000
	630,000
	800,000

	②売上原価
	214,591

(220,000)
	266,666
	333,333
	420,000
	533,333

	③売上総利益

（①－②）
	107,088

(110,000)
	133,334
	166,667
	210,000
	266,667

	④販売費及び

一般管理費
	58,000

(60,000)
	70,000
	80,000
	90,000
	100,000

	⑤営業利益
	49,088

(50,000)
	63,334
	86,667
	120,000
	166,667

	⑥営業外費用
	4,500

(5,000)
	5,000
	5,000
	5,000
	5,000

	⑦経常利益

（⑤－⑥）
	44,588

(45,000)
	58,334
	81,667
	115,000
	161,667

	⑧人件費
	○○,○○○
	△△,△△△
	××,×××
	◎◎,◎◎◎
	●●,●●●

	⑨設備投資額
	3,000
	12,500
(60,000)
	50,000
(0）
	10,000
	0

	⑩運転資金
	0
	0
	0
(2,000)
	2,000
（0）
	2,000

	普通償却額
	
	
	
	
	

	特別償却額
	
	
	
	
	

	⑪減価償却費
	●●,●●●
	○○,○○○
	◎◎,◎◎◎
	××,×××
	△△,△△△

	⑫付加価値額

（⑤＋⑧＋⑪）
	◎◎,◎◎◎
	△△,△△△
	××,×××
	●●,●●●
	○○,○○○

	⑬従業員数
	30
	30
	40
	40
	42

	⑭一人当たりの付加価値額(⑫÷⑬)
	◎◎,◎◎◎÷30
	○○,○○○
÷30
	××,×××
÷40
	●●,●●●
÷40
	○○,○○○
÷42

	⑮資金調達額（⑨＋⑩）
	政府系金融機関借入
	3,000
	12,500
(60,000)
	50,000
(0）
	10,000
	0

	
	民間金融機関借入
	
	
	
	
	

	
	自己資金
	
	
	0
(2,000)
	2,000
（0）
	2,000

	
	その他
	
	
	
	
	

	合　計
	3,000
	12,500
(60,000)
	50,000

（2,000)
	12,000
	2,000


別表4：設備投資計画（経営革新計画に係るもの）　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　千円）

	
	機械装置名称　　（導入年度）
	単　　　価
	数　量
	合　計　金　額

	1
	試作品製作機      27年度
	3,000
	１
	3,000

	2
	●●マシン　　　　28年度
　　　　　　　　
	12,500
（10,000）
	１
	12,500
(10,000）

	3
	××製造工場　　　30年度
　　　　　　　　（29年度）
	　50,000
	１
	50,000


運転資金計画（経営革新計画に係るもの）　　　　　　　　　　　（単位　千円）
	年　　度
	金　　額

	30年度

（29年度）
	2,000

	31年度

（30年度）
	2,000


（備考）
  １　記名押印については、氏名を自署する場合、押印を省略することができる。
　２　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
（記載要領）
　様式１０において、共同で経営革新計画を実施する場合においては、当該計画の代表者の名称及びその代表者を記載する。

　変更事項の内容については、変更前と変更後を対比して記載すること。
1

